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一般貸切旅客自動車運送事業者の原価報告書について 

 

 

 

道路運送法第 94 条第１項及び旅客自動車運送事業等報告規則（昭和 39 年運輸省令

第 21 号）（以下「報告規則」という。）第３条第１項の規定に基づき、一般貸切旅客自動車運

送事業者（以下「事業者」という。）に対して、原価及び安全コスト額を把握するため報告を

求めることとし、同条第２項の規定に基づき、報告書の様式、提出期限その他必要な事項

を下記のとおり定める。 

 また、本件については、公益社団法人日本バス協会会長あて別添のとおり通知したので

申し添える。 

 

 

記 

 

 

１. 原価報告書の様式 

別紙様式１、２のとおりとする。その他原価報告書の算出の基礎が記載された書類の

様式については、事業者の任意とする。 

 

２. 記載方法等 

記載方法等は次に掲げるほか、「一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の届出

及び変更命令の処理要領について（平成 11 年 12 月 13 日付け自旅第 129 号）」別紙３ 

一般貸切旅客自動車運送事業の原価計算要領について並びに「一般貸切旅客自動車

運送事業の運賃・料金の変更命令を行うか否かについての調査要領及び変更命令を

発する基準の細目について（令和５年８月 25 日付け国自旅第 144 号）」第１ 運賃及び

料金の原価の算定の規定及び報告規則に基づく報告書類の取扱いに準ずるものとする。 

 

（１）関連収益及び費用の配分 

他の事業を兼営する場合の関連収益及び費用は、「自動車運送事業に係る収益及

び費用並びに固定資産の配分基準について（昭和 52 年５月 17 日付け自総第 338 号、



 

自旅第 151 号、自貨第 55 号）」別紙１ 旅客自動車運送事業に係る収益及び費用並び

に固定資産の配分基準によって配分する。 

 

３. 提出期限、提出先 

この報告書は各事業者の毎事業年度の経過後百日以内に作成し、主たる事務所の

地域を管轄する地方運輸局宛て報告するものとする。 

また、複数の運輸局ブロックに運賃・料金を届け出ている場合は、運輸局ブロック毎

に本報告書を作成し、主たる事務所の地域を管轄する地方運輸局へ一括して提出する

ものとする。 

 

４．その他 

原価報告書は事業者の原価や安全コスト額が含まれており、不正競争防止法（平成５

年法律第 47 号）に基づく営業秘密として損害賠償や罰則の対象となるおそれがあるた

め、取扱いには十分留意すること。 

 

 

附則（令和７年６月２０日 国自旅第５３号） 

この通達は、令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までの間を終期とする事業年度か

ら適用し、当該事業年度に係る原価報告書の報告期限は令和７年７月９日とする。 

なお、事業年度の終期が令和７年３月 31 日より前の日である事業者についても、報告期

限は令和７年７月９日とする。 
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別紙様式1

住所
事業者名
代表者名

（単位：千円）

原価に占める割合

－

 （注）１．安全確保経費（安全コスト）の欄には、費用のうち、手数料等以外の営業費と安全運行経費の合計額を記載すること。

　　　２．その他の経費の欄には、原価の合計額から安全確保経費（安全コスト額）を減じた額を記載すること。

　　　３．原価の合計額の欄には、費用の合計額を記載すること。

　　　４．原価に占める割合には、原価の合計額に占める割合を記載すること。

届出運賃における安全コスト額（届出安全コスト額）

大型車

中型車

小型車

コミューター車

大型車

中型車

小型車

コミューター車

 （注）５．届出運賃の欄には、各地方運輸局長等へ届け出ている下限額を記載すること。

　　　６．届出運賃における安全コスト額の欄には、届出運賃に安全確保経費（安全コスト額）の原価に占める割合を乗じた額を記載すること。

適正利潤

届出運賃

時間制運賃

キロ制運賃

合計額

原　価

安全確保経費（安全コスト額）

その他の経費

原価の合計額

人件費

その他経費

小計

営
業
外

費
用

金融費用

その他経費

小計

施設賦課税

保険料

人件費（基準外賃金）

一般貸切旅客自動車運送事業原価報告書

（　年　月　日から　　　年　月　日まで　）

費
用

営
業
費

人件費（基準賃金等）

燃料油脂費

車両修繕費

車両減価償却費

安全運行経費

手数料等

その他経費

小計

一
般

管
理
費
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別紙様式2

【原価の算出基礎資料】

◎　平均給与月額及び支給延べ人数 （単位：千円）

運転者 その他 小計

臨時雇用賃金

雇用延人員（人日）

その他人件費

人件費計

法定福利費

運 　    送　     費

厚生福利費

支給延人員（人月）

給与計

平均給与月額

退　　職　　金
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◎　輸送力

総走行時間 時間

乗務時間 時間

点呼点検時間 時間

◎　車両

車両使用平均年数

大型車 年

中型車 年

小型車 年

コミューター車 年

期中平均車両数

大型車 両

中型車 両

小型車 両

コミューター車 両

（注）２．期中平均車両数の欄には、当該事業年度における車種区分別の平均使用車両数を記載すること。

◎　安全運行に係る経費 （単位：千円）

実績年度

運行管理機器導入経費

実績年度

貸切バス安全評価認定経費

先進安全自動車の導入経費

デジタル式運行記録計導入経費

ドライブレコーダー導入経費

事故防止コンサルティング経費

安全運行経費計

実績年度
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◎　資本報酬 （単位：千円）

算定式 実績年度

A

B

資本金 B'（Bがマイナスになる場合に記載）

負債及び資本合計 C=A+B

自己資本構成比（％）

D=B/C
Bがマイナスの場合
は
D=B'/(B'+A)

車両簿価 E

その他固定資産簿価 F

運転資本 G（償却費を除く営業費の4%）

ベースとなる資産合計 H=E+F+G

I=D×H×資本報酬率（0.112）資本報酬

貸
切
業
用
資
産

項目

負債合計

資本合計


